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30 及び 40 代の日本人女性における健康づくりのための身体活動量基準 2013 の達成 , 
子供の有無及び就業状況との関連 : スポーツライフに関する調査 2022 を用いた横断研究

　
Achievement of physical activity guidelines 2013 for health promotion among Japanese women in their 

30s and 40s, in relation to presence of children and employment status:  
A cross-sectional study using the Sports Life Survey 2022

杉　橋　　　洸（法政大学スポーツ健康学部）
Hikaru Sugihashi

伊　藤　真　紀（法政大学スポーツ健康学部・スポーツ健康学研究科）
Maki Itoh 

要　旨
　【背景】身体活動は健康上重要であるが , 子育て世代の女性であると言える 30 及び 40 歳代の日本人女性（以下 , 「対象集団」と略す）
における健康づくりのための身体活動量基準 2013（以下 , 「身体活動量基準」と略す）の達成割合は男女それぞれのどの年代と比べても
最低となっている。この課題の効率的な解決に向けて原因を特定する事が必要であり , 主な原因として子育て , 仕事 , 家事を優先するあ
まり余暇の身体活動を行う時間的余裕が少ないという点が考えられる。しかし , 対象集団において子育て及び仕事による負担量と身体活
動量基準の達成の有無との関連を検討した研究は見当たらなかった。そこで , 本研究は対象集団の中から特に介入するべき身体活動量基
準の達成割合の低い集団を特定するために , 子供の有無及び就業状況の違いによって身体活動量基準の達成割合に公衆衛生上意味のある
差があるか明らかにする事を目的とした。【方法】笹川スポーツ財団によるスポーツライフに関する調査 2022 の調査協力者における 30

及び 40 歳代の女性 493 人を対象に横断分析をした。身体活動量基準の達成の有無を目的変数に , 子供の有無及び就業状況（未就業者 , パー
トタイム労働者 , フルタイム労働者）を説明変数としたポアソン回帰分析で Prevalence Ratio（以下 , 「PR」と略す）を求めた。【結果】子
供を持たない者に対する持つ者の PR（95%CI）は 0.83（0.53-1.30）, 未就業者に対するパートタイム労働者及びフルタイム労働者の PR（95%CI）
はそれぞれ 1.41（0.86-2.32）, 1.48（0.92-2.37）であり , 統計的有意性は認められなかった。【考察及び結論】事後的な検定力分析の結果も踏
まえ , 子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量基準の達成割合の差は公衆衛生上意味のない大きさであると結論付けられた。従って , 

子供を持たない者もしくは持つ者に対する優先的な介入は対象集団の身体活動基準の達成割合の効率的な向上に繋がらないと言える。

キーワード：身体活動 , 子育て世代の女性 , 時間的余裕 , 公衆衛生

Abstract
　Background: Physical activity is important for health, however, the percentage of Japanese women in their 30s and 40s (hereafter 

referred to as “target population” ) who can be considered as women in their child-rearing stage achieving the physical activity guidelines 

2013 for health promotion is the lowest compared to all age groups of both genders.  It is necessary to identify the reasons for an effective 

solution. The primary cause might be that people prioritize child-rearing, work, and housework, leaving little time for leisure time physical 

activity.  However, there were no studies that examined the relationship between the amount of burden from child-rearing and work and 

whether or not the physical activity guidelines were met in the target population.  Therefore, in order to identify the population with 

particularly low rate of achieving the physical activity guidelines among the target population in which to intervene, this study aimed to 

clarify whether there are significant public health differences in achieving the physical activity guidelines depending on the presence of 

children and their employment status.  Method: Cross-sectional analysis of 493 women in their 30s and 40s who participated in the 

Sasakawa Sports Foundation's Survey on Sports Life 2022.  The Prevalence Ratio (hereafter referred to as "PR") was obtained by Poisson 

regression analysis using the presence or absence of children and employment status (unemployed, part-time, full-time) as explanatory 

variables, with the achievement or non-achievement of the physical activity guidelines as the objective variable.  Results: The PR (95%CI) 

for those who had children relative to those who did not have children was 0.83 (0.53-1.30), and the PR (95%CI) for part-time and full-time 

workers relative to unemployed workers were 1.41 (0.86-2.32) and 1.48 (0.92-2.37) respectively, which did not reach statistical significance.  

Discussion and Conclusion: Based on the results of the post-hoc power analysis, it was concluded that the difference in the percentage 

attainment of the physical activity guidelines between those who do not have children and those who do is not that significant from a public 

health perspective.  Therefore, it can be said that preferential intervention for those who do not have or have had children do not lead to an 

efficient improvement in raising the percentage of achievement of physical activity guidelines in the target population. (374 words)

Keywords: Physical activity, Women in child-rearing stage, Time allowance, Public health
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Ⅰ . 背景
　身体活動は「骨格筋の活動によりエネルギー消費の高まる
全ての活動」（Carl J Casperson et a. , 1985）と定義されており
, その目的から仕事 , 家事 , 移動 , 余暇の 4つに分類される
（U.S. Department of Health and Human Services, 2018）。一方
で , よく知られている運動は「健康や体力の保持増進を目的と
した意図的 , 計画的 , 継続的な身体活動」と定義されており , 

余暇の身体活動として行われる確率が最も高いとの見解が示
されている（Carl J Casperson et al. , 1985）。十分な量の身体活
動を行う事は冠動脈疾患 , 脳血管障害 , 2型糖尿病 , 特定部位
のがん等の非感染性疾患または生活習慣病の罹患率や総死亡
率を減少させるだけでなく , 精神的健康度や生活の質をも向上
させる効果が報告されているため（Lee IM, 2012 ; U.S。
Department of Health and Human Services, 2018）, 健康の維持
増進に必須であると言える。また , 日本人の健康の維持増進に
必要な身体活動量は厚生労働省（2013）による健康づくりの
ための身体活動量基準 2013（以下「身体活動量基準」と略す）
にて年齢別に示されている。例えば , 18-64歳の成人に対して
は 3メッツ以上の強度の身体活動を毎日 60分（23メッツ・時
/週）以上行う事が推奨されている。なお , メッツとは特定の
身体活動によるエネルギー消費量が安静時のエネルギー消費
量の何倍であるかを表す指標であり , 3メッツ以上の強度の身
体活動は歩行又はそれと同等以上の強度の身体活動を指す
（Ainsworth BE et al. , 2011）。しかしながら , 30及び 40歳代の
日本人女性（以下「対象集団」と略す）における身体活動量
基準の達成割合はそれぞれ 22.0%, 24.0%であり , 男女それぞれ
のどの年代と比べても最低となっている（笹川スポーツ財団 , 

2022）。これは身体活動の健康上の重要性を踏まえると公衆衛
生上の大きな課題であり , 課題の効率的な解決に向けてその原
因を特定する事が必要であると考えられる。原因の考察に当
たり対象集団の特徴を見ていくと ,  厚生労働省（2022）より
日本人女性の第一子平均出産年齢が 30.9歳 , Organization for 

Economic Co-operation and Development （2020）より 50歳時
無子率が約 27%である事から対象集団は子育て世代の女性で
あると言える。では , なぜ身体活動量基準を満たしていない子
育て世代の女性が多いのだろうか。主な原因として , 育児期の
女性の就業率が上昇しているのにも関わらず（内閣府男女共
同参画局 , 2023）, 子育てや家事といった家庭上の役割が依然
として要求され , 運動を含む余暇の身体活動を行う時間的余裕
が少ないという点が挙げられる。言い換えれば , 子育て , 仕事
, 家事を優先するあまり体を動かすために必要な余暇時間を確
保出来ていない事が課題の主な原因だと考えられる。実際に , 

この仮説に関連して , 中村ほか（2015）は週 1~2回の運動を実
施する者の割合は非育児期女性と比べて育児期女性で統計的
に有意に低い事を明らかにした。また , 田中ほか（2021）は都
市部の小学校に通う子供を持つ母親において運動実施者の割
合は非フルタイム労働者に比べてフルタイム労働者で統計的
に有意に低い事を明らかにした。更に , Kirk MA et al. （2011） 
による系統的レビューは余暇の身体活動量と就業時間の間に

負の関連が見られた事を報告している。しかし , 代表性のある
サンプルを用いて対象集団における運動習慣の有無ではなく
身体活動量基準の達成の有無に影響し得る要因を検討した研
究は筆者の知る限り見当たらなかった。
　そこで , 本研究は , 対象集団の中から特に介入するべき身体
活動量基準の達成割合の低い集団を特定するために , 子供の有
無及び就業状況の違いによって対象集団の身体活動量基準の
達成割合に公衆衛生上意味のある差があるか明らかにする事
を目的とした。なお , 本研究は子育てによる負担の指標として
子供の有無を , 仕事による負担の指標として就業状況を捉え
た。本研究によって対象集団の中でも特に介入するべき集団
が特定され , その集団にとって適切な介入方法を計画及び実行
する事で , より効率的に対象集団における身体活動基準の達成
割合を高められると考えられる。

Ⅱ . 方法
1. スポーツライフに関する調査 2022 の利用
　本研究はスポーツライフに関する調査 2022（笹川スポーツ
財団 , 2022）のデータを用いて行われた横断研究である。同調
査のデータを 2次分析するにあたって , 笹川スポーツ財団に研
究目的でのデータ使用を申請し , データ提供を受けた。
　スポーツライフに関する調査は全国の運動・スポーツ活動
の実態を把握するために 1992年より隔年で実施されている。
加えて , 同調査は市区町村の規模を考慮した上で標本抽出され
た , 全国の市区町村に在住する満 18歳以上の男女 3000名を対
象に行われている質問紙調査である。このサンプルサイズ及
び標本抽出方法の妥当性を踏まえると , スポーツライフに関す
る調査は精度及び代表性の高い調査であり , 本研究の目的に適
していると言える

2. 身体活動量基準の達成の有無
　スポーツライフに関する調査 2022における身体活動量は
Global Physical Activity Questionnaire（World Health 

Organization, 2021）の日本語版である世界標準化身体活動質
問票（Japan Physical Activity Research Platform, 2016）を用い
て測定されている。また , この質問票は国際比較の可能な質問
票として信頼性及び妥当性が確認されている（Keating XD et 

a. , 2019）。世界標準化身体活動質問票では家事を含む仕事 , 移
動 , 余暇の 3つの目的の身体活動の強度 , 一週間当たりの実施
日数 , 一日当たりの実施時間を回答する。その後 , 中強度と高
強度の身体活動それぞれの実施時間を計算し , 中強度の身体活
動の実施時間には 4メッツを , 高強度には 8メッツを乗ずる事
で , 身体活動の実施時間と強度を考慮した身体活動量（メッ
ツ・時 / 週）が算出される（World Health Organization, 

2022）。
　本研究のアウトカムである身体活動量基準の達成の有無は , 

身体活動量が 23メッツ・時 /週以上であれば達成を ,そうで
なければ未達成を割り当てる事で決定された。
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3. 子供の有無及び就業状況
　子育てによる負担の指標としての子供の有無は「現在一緒
に住んでいるご家族の番号に丸印を付けてください .」という
質問に対して子供の選択肢に丸印を付けた者には子供有りを , 

そうでない者には子供無しを割り当てる事で決定された。な
お , 本研究の最終目標は対象集団の中から特に介入するべき集
団を特定する事であるため , 本研究は子育てによる負担の指標
として量的変数である子供の人数ではなく 2水準質の質的変
数である子供の有無を採用した。
　仕事による負担の指標としての就業状況は「あなたの主な
職業はこの中のどれに当てはまりますか。」という質問に対し
て農林漁業 , 商工サービス業 , その他の自営業 , 農家や個人商
店などで自分の家族が経営する事業を手伝っている者 , 管理的
職業 , 専門職・技術的職業 , サービス職業のいずれかを選択し
た者にはフルタイム労働者を , パートタイムやアルバイトを選
択した者にはパートタイム労働者を , 専業主婦・主夫 , 学生 , 

無職 , その他のいずれかを選択した者には未就業者を割り当て
る事で決定された。また , パートタイム労働法第 2条（厚生労
働省 , 1993）より , パートタイム労働者は「一週間の所定労働
時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者（フルタイム
労働者）の一週間の所定労働時間に比し短い労働者」と定義
されている。従って , 上記のパートタイム労働者とフルタイム
労働者の分類方法は同法の定義に対して一定の整合性がある
と考えられる。なお , 本研究の最終目標は対象集団の中から特
に介入するべき集団を特定する事であるため , 本研究は仕事に
よる負担の指標として連続変数である一週間当たりの総就業
時間ではなく 3水準の質的変数である就業状況（未就業者 , 

パートタイム労働者 , フルタイム労働者）を採用した。

4. 潜在的交絡因子
　交絡因子とは「結果と考えられる要因と原因と考えられる
要因の関係の観察に影響を与え , 真の関係とは異なった観察結
果をもたらす第三の因子」（中村 , 2020）と定義されている。
言い換えれば , 交絡因子とは原因と考えられる要因以外の条件
を可能な限り揃える事で結果と考えられる要因に関するフェ
アな比較を行うために , その影響が考慮及び調整されるべき要
因であると言える。データの解析段階における交絡因子の好
ましくない影響（交絡バイアス）を調整する方法として , 交絡
因子の水準ごとに解析を行う層別化と多変量解析があるが , 前
者の層別化はサンプルサイズの大きさにより調整出来る交絡
因子の数が制限されるという短所があるため本研究は後者の
多変量解析を用いた。なお , 交絡因子の定義及びその調整方法
の詳細については疫学総論に関する成書を参照されたい（中
村 , 2020 ; 日本疫学会 , 2018 ; David D Celentano and Moyses 

szklo, 2019）。
　本研究が調整する交絡因子（以下「調整変数」と略す）の
選定に当たって , ある特定の要因が結果と考えられる要因と原
因と考えられる要因の関係の観察において交絡因子として作
用する条件を確認したい。それらは（1）交絡因子が結果と考

えられる要因の原因である事 , （2）交絡因子が原因と考えられ
る要因と関連がある事 , （3）交絡因子が原因と考えられる要因
と結果と考えられる要因の中間因子ではない事という 3つの
条件を全て満たす事である（David D Celentano and Moyses 

szklo, 2019）。これらの条件 , 成人における身体活動量の関連
要因を検討したアンブレラレビュー（Choi J, 2017）及びスポー
ツライフに関する調査 2022の調査項目を踏まえて , 本研究は
調整変数として年齢 , Body Mass Index（以下「BMI」と略す）
, 自覚的健康状態及び居住地の都市規模を採用した。なお , 

BMIは身長と体重から計算される肥満度の指標であり , 本研
究は日本肥満学会（2022）に基づいて , BMIが 18.5kg/m2未
満の者には低体重を , 18.5以上 25.0 kg/m2未満の者には標準
体重を , 25.0 kg/m2以上の者には肥満を割り当てる事で質的
変数に変換した。また , 自覚的健康状態は「あなたは , 現在健
康であると思いますか。」という質問に対して非常に健康だと
思う , 健康な方だと思う , あまり健康ではない , 健康でないと
いう 4件法で測定された質的変数である。最後に , 居住地の都
市規模は大都市（東京都区部または政令指定都市）, 人口 10

万人以上の市 , 人口 10万人未満の市 , 町村の 4件法で測定さ
れた質的変数である。

5. 統計解析
　本研究の解析対象者はスポーツライフに関する調査 2022の
調査協力者 3000人の内 , （1）性別 , （2）年齢 , （3）就業状況 , 

（4）世界標準化身体活動質問票の 4項目全てに有効回答した
30及び 40歳代の女性である。従って , これらの項目を 1つで
も未回答の者は解析対象者から除外された。
　本研究は以下の 3つの統計解析を行った。第一に , 解析対象
者の特徴を明らかにするために , 解析に用いる変数の度数分布
表（表 1）を作成した。この表では質的変数に対しては各水準
の人数及び割合を , 量的変数に対しては中央値及び四分位範囲
を示した。第二に , 子供の有無及び就業状況別に身体活動量基
準の達成割合並びに家事を含む仕事 , 移動 , 余暇の目的別の身
体活動量の中央値及び四分位範囲を示す表（表 2）を作成し
た。ただし , この表では年齢 , BMI, 自覚的健康状態及び居住
地の都市規模による影響が調整されていないため , 第四部の考
察では後述する多変量解析の結果に対して考察した。なお , こ
こで身体活動量基準の達成割合に加えて目的別の身体活動量
を併せて算出する目的は , 後述する多変量解析から得られた結
果のメカニズムをより円滑に考察する事にある。第三に , 子供
の有無及び就業状況の違いによって対象集団の身体活動量基
準の達成割合に公衆衛生上意味のある差があるか明らかにす
るために , ロバスト標準誤差を推定したポアソン回帰分析（以
下「修正ポアソン回帰分析」と略す）を行い , 身体活動量基準
の達成の Prevalence Ratio（以下「PR」と略す）及び 95%信頼
区間（以下「95%CI」と略す）を求めた。この修正ポアソン回
帰分析では , 目的変数として身体活動量基準の達成の有無を , 

説明変数として子供の有無及び就業状況を , 調整変数として年
齢 , BMI, 自覚的健康状及び居住地の都市規模を用いた。また , 
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表 1. 解析対象者の特徴（n=493）
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BMIに含まれていた欠損値に対して , 欠損はランダムに発生
したという仮定の元に連鎖方程式による多重代入法を用いて
欠損値が代入された 20個のデータセットを生成した。その後
, それぞれのデータセットで上述の修正ポアソン回帰分析を
行った後に個々の解析結果を統合した。なお , 統計的有意水準
は全て 5%に設定した。最後に , 以上の統計解析には R

（ver.4.3.1）を使用した。
　本研究のような二値変数をアウトカムとした分析では , ロジ
スティック回帰分析によってオッズ比を算出する事で PRを間
接的に推定する事がある。しかし , Barros A J and Hirakata V 

N（2003）によれば , ロジスティック回帰分析をアウトカムの
頻度の高いデータに用いるとオッズ比の推定値と PRの真値の
差が大きくなってしまうため , アウトカムの頻度が全体の 10%

以上である場合には修正ポアソン回帰分析を用いて PRを直接
的に推定する事が推奨されている。そして , 本研究のアウトカ
ムである身体活動量基準の達成割合は全体の 10%以上であっ
たため , 修正ポアソン回帰分析を用いた。
　PRは有病者率比などと和訳され , 疾病罹患や死亡等の好ま
しくない事象ではなく身体活動や運動等の望ましい健康行動
をアウトカムとする場合には分かりにくい表現であると考え
られる。そこで , 本研究では PRを身体活動量基準の達成割合
比と表記した。

Ⅲ . 結果
1. 解析対象者の特性
　包含基準を満たした 493人が解析対象者となり , その基本属
性を表 1に示す。なお , スポーツライフに関する調査 2022に
おける 30及び 40歳代の女性の人数は 498名であるため , 本研
究の包含基準によって 5名が除外された。身体活動量基準の
達成の有無 , 子供の有無 , 就業状況の 3変数の分布を見ると , 

各変数で最も割合の多い水準は , 身体活動量基準の達成の有無
では未達成（76.9%, 379人）, 子供の有無では子供有り（80.1%, 

395人）, 就業状況ではフルタイム労働者（37.3%, 184人） で
あった。

2. 子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の達成割合及
び目的別の身体活動量
　子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の達成割合及
び目的別の身体活動量を表 2に示す。身体活動量基準の達成
割合は子供を持つ者（22.1%, 87/395）よりも持たない者（27.6%, 

27/98）でより高く , 未就業者（17.1%, 29/170）よりもパート
タイム労働者（25。2%, 35/139）及びフルタイム労働者（27.1%,  

50/184）でより高かった。一方 , 子供の有無及び就業状況別に
算出された目的別の身体活動量の中央値は , 未就業者及びパー
トタイム労働者における移動の身体活動量の中央値（それぞ
れ 1.3, 2.0）を除いて全て 0であった。また , 目的別の身体活
動量の四分位範囲はフルタイム労働者の四分位範囲を除いて
移動 , 余暇 , 仕事の順で広かった。言い換えれば , 目的別の身
体活動量のばらつきには移動 , 余暇 , 仕事の順に大きい傾向が
あった。一例を挙げると , 未就業者の移動 , 余暇 , 仕事の身体
活動量の四分位範囲はそれぞれ 8.0, 4.0, 0.0であった。

3. 子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の調整済み達
成割合比
　子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の調整済み達
成割合比を表 3に示す。子供の有無及び就業状況の違いによ
る身体活動量基準の達成割合の差に統計的有意性は認められ
なかった。具体的な結果は以下の 3点であった。（1） 子供を持
たない者と比べて , 持つ者の身体活動量基準の達成割合は統計
的に有意に低くなかった（調整済み PR: 0.83, 95%CI: 0.53-1.30, 

P値 : 0.42）。（2） 未就業者と比べて , パートタイム労働者の身
体活動量基準の達成割合は統計的に有意に高くなかった（調
整済み PR: 1.41, 95%CI: 0.86-2.32, P値 : 0.18）。（3）未就業者と
比べて , フルタイム労働者の身体活動量基準の達成割合は統計

表 2.  子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の達成割合及び目的別の身体活動量
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的に有意に高くなかった （調整済み PR: 1.48, 95%CI: 0.92-2.37, 

P値 : 0.10）。

Ⅳ . 考察
1. 主な所見
　本研究は対象集団における身体活動量基準の達成割合が性
年代別に見て最低である主な原因は子育て , 仕事 , 家事の負担
が大きいために余暇の身体活動を行う時間的余裕が少ない事
にあるという仮説を立て , 子育てによる負担の指標として子供
の有無を , 仕事による負担の指標として就業状況を捉えた。本
研究の解析対象者では , この仮説に整合して子供を持たない者
に比べて持つ者で身体活動量基準の達成割合がより低かった
一方で , 仮説に反して未就業者と比べてパートタイム労働者及
びフルタイム労働者で身体活動量基準の達成割合がより高
かった。しかし , これらの子供の有無及び就業状況の違いによ
る身体活動量基準の達成割合の差に統計的有意性は認められ
なかった。

2. 子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量基準の達成割
合の差
　第一に , 子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量基準の
達成割合の差に統計的有意性が認められなかった原因として , 

（1）母集団において公衆衛生上意味のある差がない事 , （2） 母
集団において公衆衛生意味のある差はあるが本研究が行った
統計的仮説検定の検定力が不足していた事の 2点のどちらが
尤もらしいのか考察したい。なお , 本研究の最終目標が対象集
団の中から特に介入するべき集団を特定する事である事を踏
まえ , 本研究は公衆衛生上意味のある最低限の身体活動量基準
の達成割合比（差）は 1.30以上または 0.70以下であると判断
した。言い換えれば , 本研究では参照水準の達成割合が 20%で

ある場合 , 当該水準の達成割合が 26%以上または 14%以下で
なければ両群の達成割合の差は公衆衛生上意味のない差であ
ると判断した。その上で , この考察の検討材料を得るために , 

有意水準を 5%, サンプルサイズを解析対象者の人数である 493, 

母集団における子供を持たない者に対する持つ者の身体活動
量基準の調整済み達成割合比を 0.70と設定した事後的な検定
力分析を行った。その結果 , 好ましい検定力の基準値として
80%が示されている中で（Cohen J, 1992）, この検定における
検定力は 71.9%であった。子どもを持たない者に対する持つ者
の身体活動量基準の調整済み達成割合比の点推定値が 0.70-

1.00の間の値であった事 , 検定力が比較的高い値であった事を
踏まえ , 本研究は子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量
基準の達成割合の差に統計的有意性が認められなかった原因
は（1） 母集団において公衆衛生上意味のある差がない事にあ
ると結論付けた。
　第二に , 上記の子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量
基準の達成割合の差が公衆衛生上意味のない大きさであると
いう結論のメカニズムを考察したい。なお , この考察の主な検
討材料として , 子供の有無別に算出された目的別の身体活動量
の四分位数範囲を用いた。ここで中央値ではなく四分位範囲
を用いる理由は子供を持たない者及び持つ者のいずれにおい
ても仕事 , 移動 , 余暇の身体活動量の中央値は全て 0であり , 

非負の変数の中央値が 0である場合では四分位範囲は第三四
分位数に等しくなるためである。本研究の仮説より , 子育てに
よる負担は時間的余裕並びに余暇時間の減少 , 余暇の身体活動
量及び総身体活動量の低下を経由して身体活動量基準の達成
を妨げるという経路が予想された。しかし , この仮説に反して
本研究の解析対象者では余暇の身体活動量は子供を持たない
者に比べて持つ者でより高かった。この原因として , 子供がい
る事で一緒にスポーツを行うといった余暇の身体活動を行う

表 3. 子供の有無及び就業状況別の身体活動量基準の調整済み達成割合比
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機会がより生まれやすくなる事 , 文部科学省スポーツ庁（2018）
が報告したように , 独身の女性に比べて既婚または子育て中の
女性は家族のサポートを得て余暇時間を確保する事に前向き
な傾向にあるといった事が考えられる。しかし , 母集団におい
て余暇の身体活動量が子供を持たない者と比べて持つ者でよ
り高いと仮定しても , 総身体活動量に対する余暇の身体活動量
の占める割合が比較的小さいため , 子供を持たない者と持つ者
の間の身体活動基準の達成割合の差に公衆衛生上意味のある
差は生じないと考えられる。
　第三に , 上記の子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量
基準の達成割合の差が公衆衛生上意味のない大きさであると
いう結論が公衆衛生上どういった意義を持ち得るか考察した
い。この結論を言い換えると , 子供の有無に関わらず対象集団
が全体的に身体活動基準の達成割合が低いという事である。
従って , 子育てによる負担は対象集団の総身体活動量に公衆衛
生上意味のある影響を与えず , 子供を持たない者もしくは持つ
者に対する優先的な介入は対象集団の身体活動基準の達成割
合を効率的に高める事に繋がらないと考えられる。つまり , 対
象集団に類似すると考えられる集団を対象に運動習慣の有無
と子供の有無や人数との関連を検討した先行研究（中山ほか , 

2015 ; 西村ほか , 2008 ; 田中ほか , 2021 ; 山西・金子 , 2018）に
加えて本研究の結果を踏まえると , 子供の有無という分類方法
は対象集団における運動習慣を持つ者の割合を高めるために
は有用である一方で , 身体活動基準を満たす者の割合を高める
ためには有用でないと言える。加えて , 本研究では対象集団が
身体活動量基準を達成するためには余暇の身体活動を行う時
間的余裕並びに余暇時間を重要視してきたが , 時間自体及び時
間に影響を与えると考えられる子育てによる負担等は対象集
団の総身体活動量に対して公衆衛生上意味のある影響を与え
ない事が示唆されたと言える。

3. 未就業に対するパートタイム労働者及びフルタイム労働者
との身体活動基準の達成割合の差
　未就業者に対するパートタイム労働者及びフルタイム労働
者との身体活動量基準の達成割合の差に統計的有意性が認め
られなかった原因として , （1）母集団において公衆衛生上意味
のある差がない事 , （2） 母集団において公衆衛生意味のある差
はあるが本研究が行った統計的仮説検定の検定力が不足して
いた事の 2点のどちらが尤もらしいのか考察したい。なお , 子
供を持たない者と持つ者の間の身体活動量基準の達成割合の
差と同様に , 本研究は公衆衛生上意味のある最低限の身体活動
量基準の達成割合比（差）は 1.30以上または 0。70以下であ
ると判断した。その上で , この考察の検討材料を得るために , 

有意水準を 5%, サンプルサイズを解析対象者の人数である 493, 

母集団における未就業者に対するパートタイム労働者及びフ
ルタイム労働者の身体活動量基準の調整済み達成割合比をそ
れぞれ 1.30と設定した事後的な検定力分析を行った。その結
果 , 好ましい検定力の基準値として 80%が示されている中で
（Cohen J, 1992）, これら 2つの検定における検定力はどちら

も 59.1%であった。未就業者に対するパートタイム労働者及び
フルタイム労働者の身体活動量基準の調整済み達成割合比の
点推定値がどちらも 1.30以上であった事 , どちらの検定にお
いても検定力が比較的低い値であった事を踏まえ , 本研究は未
就業者に対するパートタイム労働者及びフルタイム労働者と
の身体活動量基準の達成割合の差に統計的有意性が認められ
なかった原因は（1）母集団において公衆衛生上意味のある差
がない事 , （2） 母集団において公衆衛生意味のある差はあるも
のの本研究が行った統計的仮説検定の検定力が不足していた
事のどちらによるものとも言えないと結論付けた。

4. 研究限界
　本研究にはいくつかの限界がある。第一に , 本研究は横断研
究であるため観察された関連においてどちらが原因もしくは
結果であるか判断する事は出来ない。第二に , パートタイム労
働者が複数の事業所で仕事に従事しているためにフルタイム
労働者と同等程度の就業時間であった場合 , 本研究の就業状況
の分類方法は研究目的に適していないと言える。第三に , 本研
究が対象集団に課した包含基準によって解析対象者がより限
定されている。しかしながら , この包含基準によって解析対象
者から除外された人数は 5人であるため , 包含基準による結果
への影響は軽微なものであると考えられる。第四に , 本研究が
使用したスポーツライフに関する調査 2022は質問紙調査であ
るため , 解析対象者に関する情報が事実と異なっている可能性
がある。第五に , 本研究では 3つの重要な交絡因子による影響
が調整されていない。それらは（1）家事の負担量 , 成人の身
体活動量との関連要因を検討したアンブレラレビュー（Choi J 

et al. , 2017）において一貫して関連があった（2）過去の身体
活動歴 , （3）身体活動に対する自己効力感の 3要因である。第
六に , アウトカムとして身体活動量基準の達成の有無ではなく
身体活動量を , 子育てによる負担の指標として子供の有無では
なく子供の人数を , 仕事による負担の指標として就業状況では
なく一週間当たりの総就業時間を用いて分析した場合 , 本研究
とは異なった関連が見られる可能性がある。

Ⅴ . 結論
　本研究は , 代表性のあるサンプルを用いて子供の有無及び就
業状況の違いによって , 対象集団の身体活動量基準の達成割合
に公衆衛生上意味のある差があるか検討した初の研究である
と考えられる。対象集団に類似すると考えられる集団を対象
に , 運動習慣の有無をアウトカムとして子供の有無や就業状況
との関連を検討した研究は行われてきた一方で , 身体活動量基
準の達成の有無をアウトカムとして子供の有無及び就業状況
との関連を検討した研究は筆者の知る限り見当たらなかった。
本研究の結果 , 就業状況の違いによる身体活動量基準の達成割
合の差は公衆衛生上意味のある大きさであるか判断出来な
かったが , 子供を持たない者と持つ者の間の身体活動量基準の
達成割合の差は公衆衛生上意味のない大きさであるという結
論が得られた。従って , 運動習慣を持つ者の割合を高める場合
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とは異なり , 子供を持たない者もしくは持つ者に対する優先的
な介入は対象集団の身体活動基準の達成割合を効率的に高め
る事に繋がらないと言える。加えて , 時間自体及び時間に影響
を与えると考えられる子育てによる負担等は対象集団の総身
体活動量に対して公衆衛生上意味のある影響を与えない事が
示唆された。また , これらを踏まえると , 対象集団の身体活動
基準の達成割合が性年代別に見て最低である事の主な原因は , 

時間的余裕や余暇時間の少なさではなく , 対象集団においてよ
り多くの身体活動を行おうとする意識を持つ者や身体活動に
対する自己効力感が低い者の割合が他の性年代と比べて高い
事にある可能性がある。今後の研究には , 家事による負担量 , 

過去の身体活動歴及び身体活動に対する自己効力感の影響を
調整した上で , アウトカムとして身体活動量基準の達成の有無
ではなく身体活動量を , 子育てによる負担の指標として子供の
有無ではなく子供の人数を , 仕事による負担の指標として就業
状況ではなく一週間当たりの総就業時間を用いて 3者の関連
を検討する事が必要だと考えられる。
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